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巻頭言� 地域の農業振興に農業経営学を活かす�
－地域資源を科学的に組み合わせて最大収益を目指す－�

全国農業協同組合連合会・営農販売企画部長�
�

大西茂志（おおにし しげし）�

              �

 

　現在、全国農業協同組合連合会（以下全農）は、

農家の手取り確保を目的に「国産農畜産物の販売

力強化」を３ヶ年計画の柱に据え、取り組みをす

すめています。私が所属する営農販売企画部は、

大消費地での販売や産地の技術支援などにより、

生活者と産地の現場の両方から、国内農畜産物の

販売力強化を中核としてしっかり支えていく使命

をもっています。�

　大消費地向けでは、温度管理を行いながら生協

や量販店に直接生鮮品をお届けする会社への支援

を実施するとともに、最近では銀座・三越の「みの

りカフェ・みのる食堂」（http://www.minoriminoru.jp/）

など飲食店も展開しています。�

　一方、生産現場では、担い手農家に出向いて様々

な要望や悩みを聞き、ＪＡグループの総合力を発

揮していくＴＡＣ（Team for Agricultural Coordination）

の育成・支援や情報提供を行っています。また、

神奈川県平塚市のＪＡ全農営農・技術センター

（http://www.zennoh.or.jp/eigi/）では、技術開発

や検査、残留農薬分析に加えて人材育成にも取り

組み、農業生産を支えています。さらに、茨城県

つくば市の農研機構内にＪＡ全農営農・技術センター

の分室を設置し、職員４名が常駐し、農研機構が

開発した様々な技術の現地への普及を行っています。�

　こうした取り組みの一つに、農研機構が開発し

た田畑転換が容易なＦＯＥＡＳという地下水位調

節技術があります。しかし、この技術が最終的に

地域の農業振興に結びつかないケースに出会いま

した。私たちはその要因を、地域の農業の担い手

に対して、農地・農業機械・労働力などの地域の

資源や契約販売などの販売方法を組み合わせた、

最適な経営が成立するための具体的な提案を行っ

ていないことにあると考えました。このことを契

機に、つくば分室を通じ中央農業総合研究センター

と共同で、営農計画策定支援システムＺ－ＢＦＭ

を開発しました（http://keieikenkyu.narcb.affrc.go.jp/ 

Z_BFM.html）。�

　このソフトでは、地域の耕地面積や担い手の経

営概況などを初期条件で設定し、様々な生産技術

と販売先を組み合わせた営農モデルを作成しシミュ

レーションすることで、担い手に最適な経営計画

案を策定することができます。その結果、当初の

想定を越え、地域資源を最大限活かし、販売力を

高めつつ、労力も無理ない形で最大の収益を得る

ことができる戦略を科学的に策定することが可能

となりました。今後は、Ｚ－ＢＦＭを地域農業の

戦略の策定に活用し、内外の様々な変化に対応で

きる生産性の高い地域農業を現場からつくりあげ

てまいりたいと考えています。�
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営農指導員・TAC向けのZ-BFM講習会�
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作付体系の選択を支援する「水田輪作策定支援システム」�

成果紹介�

　近年の水田作経営では、規模拡大とともに、複数の作物や品種、栽培技術を組み合わせて合理的な輪作体
系を構築することが課題になっています。そこで、水田作を対象に作付体系の選択を支援する「水田輪作策
定支援システム」を開発しました。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究チーム・主任研究員�
広島県生まれ　北海道大学大学院博士後期課程修了　博士（農学）�

専門分野は農業経営学、経営計画、簿記・会計�

�

松本浩一 （まつもと ひろかず）�

�

１．システム開発のねらい�

　水田作経営は、近年、急速な規模拡大が進展し
ており、そこでの作期分散や労働配分の平準化、
土地利用の高度化による生産性の向上に向けて、
複数の作物、品種、作型、栽培方法を組み合わせ
た輪作体系を構築していくことが重要な課題となっ
ています。また、そのような営農現場の要請に応
えるために、農業技術開発においても、個々の作
物ごとの検討ではなく、作付体系という視点から
技術体系を確立していくことが求められています。�
　私達は、そのような輪作体系としての技術の経
営的評価が課題になっていることを踏まえ、2008
年度に水田での合理的な作付体系の把握・分析を
支援する経営モデルを開発しました。しかし、こ
のモデルでは、事前に設定した37種類の作付体系
しか取り扱えず、また、野菜等の導入を考慮した
作付体系を分析できないという問題がありました。
そこで、これまで開発したモデルを基礎に、利用
者が自ら任意に作付体系を設定し、その上で、そ
の中での合理的な作付体系の組み合わせを分析で
きる「水田輪作策定支援システム」を開発しました。�
�
２．システムの基本構造�
１）システムの内容�
　本システムは、４年間で最大８作を上限に、作
付体系（作物の組み合わせ）をプロセスとする線

形計画モデルを自動的に作成し、その下で農業所
得を最大化にする作付体系の組み合わせを算出す
るというものです。�
　本システムでは、２年輪作、３年輪作など輪作
年数が異なる作付体系を相互に比較するために、
作付体系ごとの利益係数（年平均額＝作付体系で
の総額÷輪作年数）や、12年分（１年から４年ま
での最小公倍数）の旬別労働時間と食用米作付け
に関する制約式を組み込んだ単体表を設定します。
また、分析対象に応じた作物・作型等の追加や労
働時間、生産費用の修正が簡易に行えます。加えて、
線形計画法の単体表の作成から分析結果までを自
動的に処理するため、線形計画法に関する知識や
経験が少なくても、容易に作付体系を考慮した営
農計画を検討することができます。さらに、計算
結果は、農業所得に加え、作付体系ごとに各作物
の作付面積がどれぐらいになるのか等が要約して
表示されます。�
２）操作方法�

　本システムの基本的な操作手順は、まず、分析
したい作付体系を、輪作年数に応じて設定します（図
１）。作付体系の設定方法は、各年を夏作と冬作に
分け、それぞれ既存データに保存されている作物、
品種、栽培技術などを選択します。既存データに
ない作物を分析したい場合は、適宜、その作物名
などを入力します。次に、分析対象に設定した作



図１　作付体系の設定画面（イメージ図 )

図２　作付面積に関する結果表示の内容�
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付体系の各作物データについて、水稲、麦類、大
豆は本システムに用意したデータを利用者の実態
に即して修正し、新規作物の場合は収入、生産費、
労働時間などのデータを追加します。最後に、分
析の基礎条件（水田面積、基幹労働力数、転作率、
固定費総額）を設定し、分析を実行することで、
採用された作付体系プロセスごとの作付面積や、
作物別の作付面積などの結果が表示されます（図２）。�
�
３．システムの特徴と利点�
　これまで、輪作体系を分析する場合には、作物
ごとのプロセスを前提に、対象事例で適用可能と
考えられる作付体系をまず想定し、そのそれぞれ
について、作物間の土地利用の関係（例えば、二
毛作であれば二つの作物の面積は等しいなど）を
制約式に設定して分析を行う方式がとられてきま
した。このような手順をとることで、本システム
と同様の計算結果を得ることができます。�
　しかし、このような方式は、営農モデルの構築
にあたり、検討する作付体系を事前に特定してお
く必要があります。そのため、作付体系の増減や、
一つの作付体系の中での作付順序の変更、既存の
作付体系への野菜等の新規作物の導入、前後作の
組み合わせに伴う単収や生産費用への影響など分
析内容を変更させるたびに、それに即した営農モ

デルへ修正を図る必要がありました。こ
の作業は、線形計画モデルの構築に精通
した人であっても多くの時間を要するも
のであり、そのためこのような方式を営
農現場の人が適用することは、実際上、
困難でした。�
　本システムは、図１に示しているように、
作付体系の状況を視覚的に表現している
上に、作付順序の入れ替えや、野菜等の
新規作物の導入など、分析したい作付体

系を柔軟に設定することができます。また、図１
の方式で構築した作付体系をプロセスとする営農
モデルが自動的に構築されるため、利用者が様々
な作付体系の組み合わせを繰り返し検討する上では、
かなり利便性の高いツールと言えます。�
�
４．システムの発展方向�
　本システムは、大規模な水田作経営が作付体系
を考慮しながら、新たな野菜作導入の検討や、複
数の作付体系を組み合わせた合理的な営農計画案
の策定などで活用されることを想定しています。�
　なお、本システムの効果を十分に発揮していく
には、それぞれの作付体系ごとの作物別の単収や
生産費などのデータを用いて分析していく必要が
あります。しかし、現状では、そのような輪作体
系を念頭に置いたデータ整備は、まだ十分とは言
えない状況です。そのため、技術分野の研究者に
対しても、作付体系を考慮した技術的データの蓄
積に向けた実証試験を働きかけ、協力してデータ
を整備していく必要があると考えています。�
�
＊本システムは、中央農研の「農業経営意思決定支援シ

ステム（http://keieikenkyu.narcb.affrc.go.jp/）」から無

料でダウロードして利用することができます。�

注：実際の画面では、セルに色は付いていません。�
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集落営農の発展に向けた組織戦略と管理方策�

成果紹介�

　集落営農の発展には、取り巻く環境と集落営農が持つ固有の資源という視点から組織戦略を策定すること、
また、出役者の技能向上や作業情報・圃場情報の円滑な伝達、管理運営のノウハウ継承のための仕組み作り
を通した生産・労務管理を実施することが重要です。�

農業･食品産業技術総合研究機構・総合企画調整部・研究調査チーム・主任研究員　�
島根県生まれ　島根大学農学部　博士（農学）�

専門分野は、農業組織論、地域農業論�

著書に「多様な農家･組織間の連携と集落営農の発展」農林統計協会 ,2003年など�

高橋明広 （たかはし あきひろ）�

表１　組織戦略作りのための視点の整理�

１．集落営農の組織戦略作りと管理運営が課題�

　今日、集落営農は着実に増加し、平成21年現在
で、全国に約１万３千組織を超えて展開しています。
しかし、これらの中には、施策に対応するために、
まずは、組織の設立が優先されたものも少なくあ
りません。今後は、こうした集落営農の活動を充
実させながら、その組織の発展を図っていくことが、
地域農業の活性化を図る上で重要な課題となります。
そのために特に重要となるのが、それぞれの集落
営農が進むべき方向性（組織戦略）を明確にする
こと、そして、兼業農家等、農作業に不慣れな構
成員を多数抱えるという特性を踏まえた生産･労
務管理を実施することです。�
�
２．組織戦略は集落営農の地図作り�
　集落営農の組織戦略の策定は、集落営農が進む
べき「目的の場所」と「行き方」示した「地図」
作りと考えることができます。この地図作りは、
①集落営農を取り巻く環境と、②集落営農の固有
の資源という視点から整理することが重要です。
前者の環境には、立地条件、顧客動向、JAや指導
機関との関係等があり、これらは集落営農自身が
コントロールすることは難しいものの、上手く活
用できれば大きなメリットとなります。また、後
者の固有の資源には、人材、情報、知識、販路等
があります。これらは、概ね集落営農自身がコン

トロール可能なだけでなく、他の組織等にはない
独自の有利性につながるものが多くあります。こ
うした２つの視点を用いて、実際にそれぞれの集
落営農の状況を書き出すこと（表１）で、その組
織戦略の策定が容易になります。�
�
�
�
�
�
�
�
３．生産･労務管理と組織運営の仕組み作りが大切�
　集落営農では、農作業経験が少なく、農業につ
いて十分な知識を持たない兼業従事者や農家後継
者が農作業に出役している場合も多くあります。
そのため、これら出役者の技能向上に向けた人材
育成を進めつつ、怪我や重大事故の発生を防ぐこと、
作業精度の個人差を減らし、投入資材等のロスや
機械の故障等を削減し、生産物の品質の高位安定
化を図ることが、集落営農の発展に不可欠です。
それには、①農作業の技能の取得やそのスキルアッ
プに向けたシステム作りと、②作業や圃場に関す
る情報の円滑な伝達を可能にする仕組み作りが重
要な課題となります。�
１）農作業の技能向上に向けた仕組み作り�



図１　実際の作業マニュアル例�

図２　旗による水管理のビジュアル化�
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　農作業経験が少ない者に対しては、わかりやす
さに配慮した標準的な作業手順を提示するとともに、
特に、重要な作業については、通常作業に加えて、
具体的な作業方法等を図で示した農作業マニュア
ルを作業毎に作成することが大切です。これらマ
ニュアルには、①作業の持つ意味、なぜその手順
を守らねばならないかを記載することで、「どうし
て？」という疑問を生じさせない工夫や、②でき
るだけ具体的数値等を示すこと（例：溝の深さは
４ミリ程度等）で、読み手がイメージしやすい工
夫が求められます（図１）。こうしたマニュアル作
成の経験は、集落営農が新規作物導入等の多角化
を進める際にも活かされます。�
　また、作業マニュアルと併せて作業者の能力（熟
練、未熟練）に応じた出役日程表を作成するとと
もに、熟練者と未熟練者とがセットで出役するこ
とでOJT（On the Job Training)体制を設け、農作
業のノウハウと作業マニュアルに従って作業を進
める大切さを伝えていく必要があります。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
２）作業や圃場情報の円滑な伝達の仕組み作り�

　農作業期間中、出役者が日々異なることの多い
集落営農では、作業や圃場に関する情報を当日の
出役者だけでなく翌日以降の出役者に正確に伝達
していく必要があります。そのためには、①作業
に関するビジュアル（見える）化が求められます。
実際に、作業を実施する圃場に圃場番号等の情報
を明記した看板や入水等の状況がわかる目印を設
置したり（図２）、圃場の位置と作付け作物が一目
でわかる圃場図の作成を行う等の工夫を進めてい
る集落営農もあります。②情報伝達の手段として
作業日報の活用が挙げられます。作業日報は、一
般に、作業の記録や出役者の労賃計算のために用
いられる場合が多いのですが、それに加えて、こ

れら作業日報に当日の作業を通じた伝達事項（圃
場の状況、あるいは、「ヒヤリ・ハット体験」）を
記載することにより、翌日以降の出役者に情報を
確実に伝達し、共有化し、蓄積していきます。こ
うした情報の共有化ができれば、作業の効率化だ
けでなく、出役者への安全管理の徹底や安全意識
の向上も期待できます。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
３）管理運営のノウハウ継承に向けた仕組み作り�
　集落営農では、経営管理を担う役員の在任期間
が家族経営と比べて短期間であったり、輪番制等
が採用されていて、経営管理のノウハウが後任に
伝達されない場合もあります。�
　こうした問題を回避するには、様々な経営管理
上の問題が発生したその都度、その問題の内容と
解決方法について集落営農の細則等として明文化
しておくことが大切です。例えば、近隣の集落営
農から「急に機械が壊れたのでトラクターを借り
たい」という要請がきた場合に、「料金は何を基準
に」、「機械の貸し出し、使用後の確認は誰が責任
を持つか」等を細則等で示しておけば、同様な問
題が将来、発生した場合でも簡単に対応できます。
いわば、細則を集落営農の経営管理マニュアルと
して活用する仕組み作りが大切といえます。�
　なお、以上のより詳しい内容については、「集落
営農の発展に向けた組織戦略と管理方策」と題す
るパンフレットにとりまとめています。本パンフ
レットは、希望者には冊子で提供するとともに、
中央農業総合研究センターのホームページ
（http://narc.naro.affrc.go.jp/team/fmrt/groupfarmi
ng09.html）にも掲載しており、PDFファイルで無
償でダウンロードできます（A ４版 32 ページ、
2.7MB）。�



6

農作業ナレッジの摘出方法�
�
－知識・技能の継承に向けて－��

成果紹介�

　農作業のナレッジ（知識・技能）を次世代へ継承していくために、圃場内機械作業のナレッジを摘出する
方法を策定しました。CCDカメラで作業時の視野映像を記録して、それを作業者に提示することにより、作
業時の具体的な行動や理由についての詳細なナレッジを引き出すことができます。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究チーム・主任研究員　�
兵庫県生まれ 大阪府立大学大学院博士前期課程修了 博士（農学）            �

専門分野は農業経営学�

�

山本淳子（やまもと じゅんこ）�

表１　農作業ナレッジの種類�

１．ナレッジの継承が重要�

　熟練した農業者のリタイアが急速に進む中で、
農作業に関わる知識・技能や経営ノウハウなどの
ナレッジを次世代に受け渡していくことが求めら
れています。特に、これらのナレッジは地域ある
いは経営に固有のものが多く、地域資源としても
重要な意味を持っています。�
　しかし、農業におけるナレッジは、それを持つ
農業者の頭の中だけにあることが多く、ほとんど
は言葉や図など他の人に分かる形では表現されて
いません。また、言葉や図にすること自体が簡単
ではない場合が多いのが実態です。そのため、農
業におけるナレッジの継承には、それをどう取り
出すか、そして、取り出したナレッジをどのよう
にして受け渡していくかの２つが課題となります。�
　そこで、これらの課題へ接近する第一歩として、
圃場内機械作業を対象に、農業者の持つ作業ナレッ
ジの摘出方法を策定しました。       �
�
２．農作業におけるナレッジの種類�
　農作業のナレッジには、「定型的知識（作業の方
針、手順、内容）」と「技能（実際の作業場面での
やり方）」があります（表１）。このうち定型的知
識は、どの経営にも共通する「一般的知識」と、
圃場条件などに規定される「経営固有知識」に分
けられます。また、技能は、機械等を意図したよ

うに操作する「運動系技能」、目や耳などで状況を
把握する「感覚系技能」、手順・方法を計画し修正
する「知的管理系技能」に分けられます。�
　これらの農作業ナレッジのうち、一般的知識や
経営固有知識は、通常の聞き取り調査でもある程
度は把握できます。また、運動系技能の中には、
第三者が作業者を観察して言葉や図で表現できる
ものもあります。しかし農作業ナレッジ、特に技
能の多くは、外から観察する、あるいは一般的な
聞き取り調査を行うといったことだけでは把握が
難しいことから、それを摘出するための工夫が必
要になります。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
３．農作業ナレッジの摘出方法�

　そこで、農業者からできるだけ多くのナレッジ



表２　発話記録に基づくナレッジ表の例（代かき）�
図１　圃場内機械作業ナレッジの摘出方法�
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を引き出すことを目的に、作業者の視野映像を用
いた摘出方法を策定しました（図１）。まず、ＣＣ
Ｄカメラを作業者の頭部に装着し、作業時の視野
映像を記録します。それを作業した本人に提示して、
作業時にどこを見ていたか、何に気をつけていた
か等を話してもらいます。作業時の視野を再現す
ることで、その時の自分の行動やその理由を説明
しやすくすることをねらいとしています。�
　次に、収集した発話データをナレッジ表（表２）
に整理し、それを示しながら再度聞き取り調査を行っ
て、ナレッジの内容の補足や修正、追加を行います。
このとき、他の農業者のナレッジ表を提示すると、
新たな発話のきっかけになる場合があります。なお、
他の人のナレッジ表は、視野映像が撮影できない
場合にも発話を促すために利用できます。�
　表２は、茨城県Ｃ市の農業者Ｏ氏のナレッジ表
の一部です。農業者から得た発話データを意味的
にひとまとまりになるよう区切り、それを１つの
ナレッジとして１つの枠内に表示しています。こ
の事例では、約20年の機械作業経験を持つ農業者
から、計107の代かきナレッジと52の大豆収穫ナ
レッジが摘出されました。�
  また、同じＣ市で別の農業者からも代かきナレッ
ジを摘出したところ、土質等の違いから、代かき
の回数や間隔、代かきに適した水の量やその見方
などがＯ氏とはかなり異なっていました。つまり、
農作業ナレッジの継承は経営内での取り組みが不
可欠であり、地域での講習会などで完全に代替す
るのは難しいと言えます。�
�
４．今後の研究方向�
　本稿では、圃場内機械作業を対象とした農作業
ナレッジの摘出方法を紹介しましたが、今後は、
水管理や肥培管理など管理作業のナレッジの摘出

方法を策定することにしています。また、摘出し
たナレッジ相互の関係性を明確にするために、ナレッ
ジを構造化・体系化する手法の開発を進め、同時に、
ナレッジの継承方法の解明に取り組みます。そして、
農業者や関係機関が簡単に利用できる手法の開発
や仕組みづくりを通して、農業におけるナレッジ
の共有化や次世代への継承に貢献したいと考えて
います。なお、本号 10ページ掲載の「現地便り」
では、ナレッジの継承に向けた法人経営での取り
組みについて紹介していますので、あわせてご覧
下さい。�
�
＊本稿の詳細は、梅本雅・山本淳子「農作業ナレッジの

継承に向けた課題と方法」農業経営研究48(1)、pp.37-42、

及び山本淳子・梅本雅「土地利用型経営における農作業

ナレッジの特徴」農業経営研究 48(1)，pp.43-48 を参照

のこと。�



１．畜産経営から見た水田放牧の意義�

　食料自給力の向上には、麦や大豆などの単収向上、

耕作放棄地の農地への復元、不作付地の解消と土

地利用率の向上が欠かせません。農業労働力が減

少するなかで、これらの課題を解決し、また、飼

料自給率の向上を図るには、耕畜連携による水田

の畜産利用の推進が重要です。�

　畜産経営においては、家畜飼養の省力化や規模

拡大を図る上で、飼料資源の放牧利用が効果的です。

とくに水田放牧は、従来から放牧の行われている

公共牧場と比べて以下の利点があります。すなわち、

①用水の利用可能な水田は、高い飼料生産（牧養力）

が得られる。②バイオマス生産量の多い水稲の栽

培が可能であり、放牧飼料としても利用できる。

晩生の飼料稲品種を用いれば牧草生育の衰える晩

秋まで放牧時季を延長できる。③水田のほとんど

は稲単作であり、秋から春に飼料基盤として利用

できる莫大な面積が存在する。④平場の水田地帯

でも、再生稲（ひこばえ）や、圃場周囲の河川敷

や農道、耕作放棄地や里山の野草など未利用飼料

資源が豊富に存在する。⑤水田放牧は、放牧牛の

観察や捕獲が比較的容易で転落や流産などの事故

が少ない。⑥転作田の放牧利用には、水田活用自

給力向上事業等の助成金が得られる、等です。�

�

２．水田での周年放牧による畜産経営の発展�

  農研機構では水田の飼料資源を利用した繁殖牛の

周年放牧モデルを茨城県常総市で開発･実証して

います。主な放牧飼料は、春と夏がイタリアンラ

イグラスやバヒアグラスなどの牧草、秋が立毛の

飼料稲（本誌239号に紹介）、冬が稲発酵粗飼料（稲

WCS）です。これらを約 18ha の水田に計画的に

作付けし、常時45頭前後の妊娠牛を放牧飼養して

います。1頭あたり 40a の水田で妊娠牛を周年放

牧できるモデルです。�

　このモデル開発により畜産経営では、妊娠牛の

給餌や排せつ物処理作業が削減され、周年舎飼時

と比べて、1頭あたり労働時間は78時間から41時

間に減少しました。また、畜舎を増設することな

く繁殖牛を 51頭から 95頭に増加でき、飼料自給

率も81％に向上しました。�

　このモデルの特徴の一つは、一部の稲WCS（中

晩生種）の圃場での放牧利用です。飼料稲は稲

WCSに収穫調製し牛舎に運び給餌することが一般

的ですが、高水分のため年間の運搬重量は牛の体

重の10倍以上になります。また、植物のすべてを

圃場から持ち出すため、地力維持が課題になります。

そこで、私達が実施している放牧モデルでは、収

穫した稲WCSを圃場に置いておき、牛を連れて

きて給餌します。牧草を飼料稲収穫前に播種し、

収穫時に機械で鎮圧して発芽を促し、冬から春に

稲WCSと牧草で放牧牛を養います（図左）。�

  また、早生種の稲WCSは 8月下旬に収穫します

が、その再生稲を 10月～ 11月に放牧利用してい

ます（図中央）。再生稲放牧時に牧草を播種し、牛

に牧草種子を踏ませ発芽を促します（蹄耕法）。そ

�
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研究の広場�

連載��

中央農業総合研究センター・関東飼料イネ研究チーム・上席研究員�
岡山県生まれ　岡山大学農学部卒業�

専門分野は農業経営学、畜産経営経済学�

著書に「水田活用新時代　減反・転作対応から地域産業興しの拠点へ」（共著）農山漁村文化協会、2010年など�

�

千田雅之（せんだ まさゆき）�

水田の畜産利用�

第２回　水田放牧の経営的意義と日本型農牧輪換への展望�



して、牧草が伸び始める 3月中旬から飼料稲の作

付け前の5月上旬まで再度、放牧を行っています（図

右）。すなわち「WCS用稲－再生稲放牧－牧草放牧」

の三毛作です。�

�

３．放牧を取り入れた水田作経営の発展�

　以上のように、水田放牧により畜産経営の発展

が図れるとともに、水田の省力的高度利用や地力

維持等の新たな技術シーズも芽生えてきました。

これらの技術は、水田作経営の発展に応用できる

と考えられます。�

　水田作経営では、水田の畑作物の作付が増える

中で、地力低下の問題が生じています。その解決

には、堆肥等の有機物の圃場還元が不可欠です。

また、食料自給力の向上には、二毛作の導入など

水田の高度利用が必要です。しかし、水田作経営

の規模は拡大しており、大面積の耕作と有機物の

利用や二毛作という集約的な水田利用の両立が困

難になっています。このような問題の解決策として、

水田作経営に放牧を取り入れることが考えられます。

そこで、放牧を活用した水田輪作（日本型農牧輪換）

モデルを関東地域を念頭に考えてみました（表）。�

　ケース 1は「食用稲－（再生稲放牧）－牧草放

牧－大豆－飼料麦」の 2年 4作モデルです。再生

稲の飼料価値は低くありませんが、現在ほとんど

利用されていません。再生稲を放牧利用しながら

牧草や麦を播種し、翌春の大豆播種前までそれら

を放牧利用します。このモデルでは、冬作の栽培

及び収穫の省力化が期待されます。�

  ケース2は、前述の稲WCSの圃場給与を利用し

た「飼料稲－放牧－大豆－飼料麦」の 2年 4作モ

デルです。稲WCS等の運搬作業の軽減と圃場の

地力維持が期待できます。�

�

４．日本型農牧輪換に向けた技術的課題�

  しかしながら、水田における農牧輪換モデルの実

現には、様々な技術的課題の解決が必要になります。

具体的には、①再生稲の生育を促すための施肥技術、

②再生稲放牧時の蹄耕法による牧草や麦の栽培技術、

③食用稲や飼料稲の収穫時の機械鎮圧による牧草

や麦の栽培技術等の確立とともに、④放牧後の土

壌の硬度化や肥効、⑤放牧が地域の生物相に及ぼ

す影響の解明と近隣の食用作物への虫害防止技術

等の研究開発が望まれます。�

�

�
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図　水田での周年放牧�

左　稲WCSと牧草を併用した水田での冬春放牧：稲WCSや堆肥の運搬、牧草の播種作業が軽減されるとともに、圃場の
地力収奪が避けられ、後作の大豆等の減肥栽培も期待されます。�

中　稲収穫後の再生稲（ひこばえ）の放牧利用：追肥すれば10aで延べ20日頭飼養できます。�
右　再生稲放牧時に蹄耕法で栽培したイタリアンライグラスの放牧利用：大豆播種前の水田を有効に利用して高栄養の牧

草を給与できます。蹄耕法による飼料麦栽培も考えられます。�
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法人経営における従業員の能力養成支援�

現地便り�

滋賀県農業技術振興センター・栽培研究部・主査�

藤井吉隆（ふじい よしたか）�

　近年、県内の平坦水田農業地帯では、農地の流

動化の進展により経営面積が150haを超える法人

経営が出現するなど、水田作経営の大規模化が進

んでいます。十数年前、当時最大の経営面積が

50ha前後だったことを踏まえると、規模拡大は急

速なテンポで進んでいるといえます。これらの経

営体では、非農家出身者などの雇用労働力を活用

して規模拡大を図っていますが、従業員の能力養

成が円滑に進んでいない事例が散見されます。そ

こで、当センターでは、法人経営における従業員

の能力養成を支援するための研究に着手しています。�

　これまでに、県内トップレベルの技術力を有す

る大規模経営（２事例）を対象に農作業における

技能・知識の内容と特質について分析を行ってき

ました。昨年度は、中央農業総合研究センターと

連携して、CCDカメラにより記録した視野映像、

ポジション操作映像などを活用したインタビュー

調査により技能・知識を抽出し、熟練者・非熟練

者間の差異等を分析しました。この他にも富士通

（株）、富士通研究所と連携して、情報技術を活用

した人材育成強化の実験プロジェクトを開始し、

さらに、本年度からは、九州大学等との共同研究

にも取り組んでいます。�

　これまでの調査結果からは、一つの作業だけを

取り上げても100を超える技能・知識を摘出して

おり、経営全体を考えると、その数は膨大になる

ことが予想されます。また、その内容も、圃場条

件や経営者の考えなどに応じて蓄積された知識や、

五感や手足を精密に駆使する技能など多種多様です。

当然のことながらこれらは農業経営の基軸となる

重要な経営資産であり、これを次代の経営を担う

従業員に継承することは、地域農業を牽引する経

営体を育成する上で解決すべき重要な課題です。

このため、当センターでは、これらの技能・知識

の継承方策について検討しています。例えば、熟

練者が長年の経験をとおして習得した田んぼのク

セを社内全員で共有するため、縦軸に圃場、横軸

に圃場特性として把握すべき要因（9項目）を配

置した一覧表（以下、圃場特性管理表）に、圃場

毎の状況を評価した結果を記録して、従業員に配

布する取り組みを行いました。従業員が、圃場特

性管理表を参照、確認して作業を行うことにより、

圃場特性に関わる知識の習得が促進されるなどの

効果を確認しています。�

　また、情報技術の活用では、GPS機能付携帯電

話で撮影した画像を用いたＩＴミーティングを実

施しています。ここでは、各従業員が田んぼで気

づいたことや問題点などを携帯電話で撮影し、撮

影した画像はGPS位置情報とあわせて富士通（株）

のデータセンターに送られます。そしてミーティ

ング時にインターネットに接続したPCから画像

を表示させて、従業員が具体的状況を説明すると

いうものです。画像と場所を示して説明することで、

従業員の理解度が飛躍的に向上するとともに、話

し合いの内容が具体的になるなど知識、ノウハウ

の共有面での効果を確認しています。�

　こうした取り組みは、まだまだ緒に就いたとこ

ろであり、課題も山積されているのが現状ですが、

今後も引き続き、生産現場で実践的に活用できる

方法の確立を目指して、これらの試験研究を進め

ていく予定です。�
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口蹄疫の終息と畜産復興のための課題 

現地便り�

宮崎大学農学部教授�

山本直之（やまもと なおゆき）�

　宮崎県で発生した口蹄疫は、1,304 戸（うち発

生農場数 292 戸）の 28万 8,649 頭（牛７万頭弱、

豚 22 万頭ほか）にのぼる家畜を殺処分し、関連

産業にまで多大の影響を及ぼしたことは周知の通

りです。大変な苦労をされた農業者、懸命に対応

をされた県内外のすべての関係者に頭が下がります。�

　いま現地は、８月 27 日の終息宣言の後、観察

牛の導入を経て､ 11月より徐々に家畜の導入を始

めています。このようななか、畜産農家はどのよ

うな点に不安を抱えているのでしょうか。口蹄疫

で被害にあった農家を対象に行った意向調査によ

ると、約８割の農家が経営を再開すると答えてい

る一方で、１割が「わからない」、６％が「他の

農業へ」と答えています（９月30日現在）。畜産

経営を再開する時期は、８割が「様子をみながら

再開」としていますが、開始時期には３ヶ月以内

から１年以上とばらつきがみられます。また、再

開にあたっての不安、問題点としては、口蹄疫の

再発（44％）のほか、素畜の確保（37％）、運転

資金等の確保（24％）、販売金額の見通し（20％）

等を指摘しています。このように経営再開の意志

は概ねあるものの、衛生面や経営面・資金面に不

安を感じていることがあらためてわかります。�

　従って、宮崎県では、地域主体の消毒体制と衛生・

防疫の意識付け、安全性の確認、子牛の供給体制

の整備を懸命に進めるとともに、中～長期的には

適正飼養密度の検討等も行っています。また、今

回の埋却地は252カ所、142haにも及びましたが、

県の農業振興公社が埋却後の買い入れを行うなど、

農地保有合理化事業を活用してこれらの再生利用

を進めています。�

　では今後、どのような経営対応等が求められる

のでしょうか。第１に、経営の再開・復興を支援

するシステム作りです。各種の補助制度や融資制

度を活用しながら進めていくことになりますが、

タイムラグがあり、高齢化している農家が多いこ

とも事実です。家畜の導入や資金の流れ、経営の

特性・方向性等を考慮した具体的な計画支援・シ

ミュレーションが重要です。また、農家にとって

は「新しい家畜」を導入することになりますので、

飼養管理面を含めた支援体制も望まれます。�

　第２に、既に指摘されていることですが、今回

の口蹄疫発生に関して、事前・事後の場面ごとに

検証を重ねる必要があります（例えば、消毒等の

飼養管理、連絡・検査体制、情報・指揮命令系統、

埋却地、補償問題）。そして農業者、行政、農業

団体、関連業者（飼料、畜産関連資材、これら運

搬等）の役割分担の明確化と一体的な取り組みを

図り、日常と緊急時の対応、時間軸ごとの対応と

に分けて進めていくことが重要です。あわせて、

現在の法制度面の検証も行うべきと考えます。�

　第３に、中～長期的な視点になりますが、口蹄

疫等の各種疾病の発生リスクをできるだけ抑えた

畜産の構築です。そのためには、自給飼料型経営

存立の可能性（労働力や土地の確保、コントラク

ター等の組織の問題）、地域的な飼料の供給体制、

ふん尿処理・利用体制等を引き続き検討していく

必要がありますが、同時に、耕種農家との連携も

重要になることはいうまでもありません。�

　以上はいずれも、私たち経営研究者として対応

すべき課題ともいえます。家畜の殺処分に従事せ

ねばならなかった畜産関係者の無念さを思うとき、

あらためて現場の農業者、関係者と連携した取り

組みの必要性を強く感じます。                   



　わが国の食料消費は、所得水準の上昇によっ

て家計における自由裁量的支出が増大するとと

もに、外国産農作物の輸入増加や新品種の開発、

製品差別化など、消費の対象となる食料品の種

類が多様化しています。このような状況下にお

いては、消費者自身がどのような考えのもとに

これらの商品を選択するのかを明らかにするこ

とが、今後の消費動向を捉える上で重要である

といえます。�

　一方、筆者がこの研究に取り組み始めた当初、

食料消費に関する研究は家計調査などの統計デー

タを用いた食料需要分析が主流でした。しかし、

上記のような消費者の意識や態度は、統計資料

で得られる所得や価格、数量などのデータだけ

で明らかにすることは困難であり、従来とは異

なる接近法、すなわち消費者自身を対象とした

調査により、消費者を取り巻く環境や彼らの内

面にまで踏み込んだ研究が必要であると考えま

した。本書は、このような問題意識の下、手探

り状態で進めてきた研究を取りまとめたもので

す。�

　第１章では、消費者が農産物購買時に重視す

る商品属性に着目し、それらをいくつかの選択

基準として集約しています。そして、どのよう

な消費者がどのような選択基準のもとに農産物

を購入しているかを明らかにしています。第２

章では、このような購買行動が「なぜ」行われ

るのかを明らかにするために、消費者の価値意

識に着目しました。食と農産物購買に関する意

識調査から消費者の価値意識を抽出し、ライフ

スタイルの違いによって消費者を類型化すると

ともに、それぞれの類型が購入する農産物の特

徴を明らかにしています。�

　以上の２つの章は、選択肢式のアンケート調

査による定量データに基づいた分析を行ってい

ます。しかし、多様化する消費者ニーズを捉え

ようとするとき、すべてを選択肢の枠内に収め

て調査することは困難であると気づきました。

そこで第３章では、１つの消費者属性に対象を

絞り、グループインタビューによる詳細なニー

ズの解明を試みています。一方、このような面

接調査は、調査対象となる人数が限られ、幅広

い消費者属性を対象とした調査が難しくなりま

す。そこで第４章、第５章では大量の文章デー

タを数量的に分析するテキストマイニング手法

を用いて、アンケート調査で得た自由記述文の

分析を試みました。さらに第６章では、購入し

た商品に対する消費者の意見や感想を収集した

「顧客の声」をデータとして、農産物購買後の

評価に基づく消費者ニーズの解明を行っていま

す。�

　国内農業の振興には消費者の支持が不可欠で

あり、消費者のニーズに適合した農産物を供給

していくことが重要です。本書が農産物に対す

る消費者ニーズの解明と国内農業の振興に少し

でも貢献することができれば幸いと考えます。�

　[農林統計協会、2009年、164ページ ]�

�

自著紹介�

農産物購買における消費者ニーズ―マーケティング・リサーチによる―�

東北農業研究センター・東北地域活性化研究チーム・主任研究員�
埼玉県生まれ 筑波大学大学院修士課程環境科学研究科中退　博士（農学）�

専門分野は農業経済学、消費者行動論�

磯島昭代（いそじま あきよ）�
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